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はじめに

国土交通省では，建設業における不正行為等の

防止を図るため，関係機関と協力して情報を共有

する「建設業者の不正行為等に関する情報交換コ

ラボレーションシステム」（以下「コラボレーシ

ョンシステム」という）を，国土交通省ホームペ

ージにおいて平成１５年１０月２０日より運用を開始し

たので，その概要を紹介する。

背 景

わが国の建設投資は，平成４年度の約８４兆円を

ピークに低迷し続け，平成１５年度見通しは約５４兆

円となっており，今後も建設投資の増加は見込ま

れない見通しである。こうした状況にもかかわら

ず，建設業者数は約５２万社（平成４年３月末）か

ら約５５万社（平成１５年３月末）と増加しており，

このような過剰供給構造の中で，施工能力を全く

有しないペーパーカンパニー等の不良・不適格業

者が増加している。

不良・不適格業者の存在は，適正な競争を妨

げ，公共工事の品質確保，適正な費用による施工

等の支障になるだけでなく，技術力・経営力を向

上させようとする優良な建設業者の意欲を削ぎ，

ひいては建設業の健全な発達を阻害するため，こ

れを排除することが必要である。

不良・不適格業者の排除を促進するためには，

入札・契約手続きにおける監理技術者の現場専任

制の確認，施工体制台帳等を活用した施工体制の

確認，必要に応じた現場立入検査等の取り組みは

もちろんのこと，関係省庁や地方公共団体等が所

有する不良・不適格業者に関する情報を正確かつ

迅速に交換し適切な措置を行うことが必要であ

る。これまでの情報交換は主に紙，電話，FAX

等で行われてきたが，近年，メールやホームペー

ジをはじめとする ITの普及が急速に進んできて

おり，これらを積極的に活用することで，より効

率的かつ効果的な情報交換を行うことが求められ

ている。

これまでの取り組み

不良・不適格業者の排除のための情報の公表，

交換については，「建設産業構造改善推進３カ年

計画」（平成１２年５月）において「建設業法等に

基づく行政処分について，処分をした日，処分を

受けた建設業者の商号，処分の内容等を簡便に検

索できるデータベース・システムの検討を行う」

こととされ，また，「公共工事の入札及び契約の

適正化を図るための措置に関する指針」（平成１３
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年３月）においても，不正行為の排除の徹底や不

良・不適格業者の排除に関し，「建設業法に基づ

く処分やその公表等を厳正に実施する」こととさ

れている。

これらをうけ，国土交通省では，国土交通大臣

許可建設業者に対する監督処分情報について，平

成１４年６月２１日より国土交通省ホームページにお

いて公表してきた。ここでは，処分年月，業者

名，処分内容，監督処分庁の中から一つの条件を

選択して検索し，検索結果一覧表の中から個別案

件を指定することで，当該案件の処分内容の詳細

を表示することができる。

今般運用を開始したコラボレーションシステム

は，従来のシステムをもとに改良を行ったもので

あり，国土交通大臣許可建設業者に加え都道府県

知事許可建設業者の監督処分情報をあわせて掲載

しているほか，検索機能も強化されている。

コラボレーションシステムの
概要

コラボレーションシステムは，建設業の不正行

為等を防止するため，関係機関と協力して情報を

共有するシステムであり，現時点では，建設業者

の監督処分情報を掲載している。掲載する監督処

分情報は，国土交通大臣許可建設業者に加え都道

府県（平成１５年１１月３０日現在では東京都と大阪

府）知事許可建設業者の監督処分情報を掲載して

いる。

監督処分情報は，処分年月，業者名，処分内

容，監督処分庁の各条件を組み合わせて検索する

ことが可能となっている。処分年月については，

従来は指定した年月のみの検索となっていたもの

を，年月に範囲をもたせて検索することが可能と

なっている。業者名については，従来はあ行～わ

行のみの検索となっていたものを，業者名の一部

を入力して検索することも可能となっている。な

お，これらの条件については，従来は一つの条件

のみ選択して検索することとなっていたが，コラ

ボレーションシステムでは複数の条件を組み合わ

せて検索することが可能となっており，検索機能

が強化されている（画面イメージ�参照）。

検索結果は一覧表で表示され（画面イメージ�

参照），その中から個別案件を指定することによ

り，当該案件の業者名，代表者氏名，所在地，許

可番号，許可を受けている業種，処分年月日，監

督処分庁，根拠法令，処分内容，処分の原因とな

った事実などの詳細情報を表示することができる

（画面イメージ�参照）。

今後の予定

建設業者の監督処分情報については，すべての

都道府県知事許可建設業者の監督処分情報の掲載

に向け，各都道府県に対して参加を呼びかけてい

るところであり，平成１５年１１月３０日現在，３３の都

道府県から参加の意向が示されているところであ

る。

また，監督処分以外の情報については，公正取

引委員会の審決等のうち建設業者が関与している

案件を掲載する予定としているほか，その情報の

拡充を検討していくこととしている。

※コラボレーションシステムのアドレスは以下の

とおり。

http : //www.mlit .go . jp/sogoseisaku/const/

kengyo/collaboration/cgi―bin/index.cgi
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� 検索条件の指定

処分年月，業社名，処分内容，監

督処分庁について条件を指定して検

索することが可能。複数の条件を組

み合わせることが可能であり，条件

を指定しない場合はすべての案件を

表示。

� 検索結果一覧表の表示

�で指定した条件に合致する案件

の一覧表を表示。詳細ボタンをクリ

ックすると各案件の詳細を表示（→

�）。

� 各案件の詳細内容の表示

�で指定した案件の詳細内容を表

示。内容は，業者名，代表者氏名，

所在地，許可番号，許可を受けてい

る業種，処分年月日，監督処分庁，

根拠法令，処分内容，処分の原因と

なった事実など。

コラボレーションシステムの画面イメージ
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